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いわゆる高校無償化を契機とした 
高校・大学等の改革による人材育成の強化について 
 

いわゆる高校無償化（高等学校等就学支援金制度の大幅拡充）に当た

っては、公立高校の特色化・魅力化への支援の拡充をはじめ、高校教育

改革を通じた教育の質の向上を両輪として進め、さらには高校のみな

らず、社会や産業との接続的な役割を果たす大学等まで一貫した改革

を進めることで、地方創生や産業活性化等を担う人材育成の強化を図

ることが求められる。 

この点、全国知事会としてはこれまでも、「公立高校への支援を含む

教育の質の確保」や「地方創生・日本創造に向けた人づくりを担う高校

や大学等の機能強化・振興」について提言してきたところである。また、

【ポイント】 

〇  地 方 創 生 や 産 業 活 性 化 等 を 担 う 人 材 育 成 の 強 化 を 図 る 観 点 か

ら、高校から大学等まで一貫した改革を産業界との密接な連携の

もと進めるため、具体的には以下の事項について提言する。 

〇  公立高校への支援をはじめ教育の質の確保として、産業界と連携し

た専門高校の機能強化・高度化を図る取組や生徒の通学を支援する取

組、普通科改革等を通じた高校の特色化・魅力化を図る取組への支援

などハード、ソフト両面からの支援をすること。また、高校の施設の

老朽化対策等、教育環境の計画的な整備・改善の実効性を高めるため、

交付金等の新たな財政支援を行うこと。 

〇  いわゆる高校無償化について、生徒の進路選択に及ぶ影響を踏

まえ、一日でも早く具体的な制度設計を明らかにするとともに新

制度開始後の検証及び必要な見直しを行うこと。  

〇 高等教育段階においては、近年の物価・人件費の上昇等を踏ま

え、大学等の基盤的経費に対する支援の拡充、理系転換の推進に

よる地域人材の育成、公立高専の新設等への支援に一層取り組む

こと。 

〇  各地域の人材育成の在り方や、各地域の地理的観点を踏まえた

アクセス確保策について、高校や産業関係者を含め、地域の関係

者が継続的に議論を行う「地域構想推進プラットフォーム」の仕

組みについて、国が主導して推進すること。 

〇  これらの実現に向けた安定的・恒久的な財源については、国全

体として責任をもって確保すること。  
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国においては、「経済財政運営と改革の基本方針 2025」や「新しい資本

主義のグランドデザイン及び実行計画 2025 年改訂版」、「地方創生 2.0

基本構想」（いずれも令和７年６月 13 日閣議決定）において、地方創生

等の実現には、高校・大学等が大きな役割を担っていることを前提に、

教育の質の向上についても重ねて言及している。 

地方創生や産業活性化等を担う人材育成の強化を図る観点から、高

校から大学等まで一貫した改革を産業界との密接な連携のもと進める

ため、具体的には以下の事項について提言する。 

 
１ 高等学校段階  
（１）国策としての公立高校への支援をはじめ教育の質の確保につい

て  
・ 専門高校を拠点とした地域や産業の発展を支える人材育成のため、

産業界から専門高校への高度専門人材の派遣、産業界と連携した専

門高校の機能強化・高度化を図る取組への支援など、ハード、ソフト

両面からの支援をすること。 

・ 都市部と地方部では、通学手段の実情が異なることに留意し、生徒

が居住地域に関わらず魅力ある学校を選択できるように、地方で負

担が大きい遠距離通学への支援を新たに行うこと。 

・ 探究的・文理横断的・実践的な学びの充実、遠隔授業等による多様

な学習ニーズへの対応、グローバル人材や DX・ AI・半導体・コンテ

ンツ産業等の人材育成、理数教育の重点化、普通科改革等を通じた高

校の特色化・魅力化を図る取組へ支援すること。特に、高等学校 DX

加速化推進事業（DX ハイスクール）は専門高校も含めて継続的に実

施しつつ更なる拡大を図ること。 

・  公立高校などへの支援の拡充を含む教育の質の確保として、国が

示す高校教育改革に関する基本方針（高校教育改革に関するグラン

ドデザイン（仮称））を踏まえた、施設の老朽化対策や学びの質の向

上に資する教育環境の計画的な整備・改善について、実効性高く、喫

緊の対応を含め、財源措置の見通しを立てて円滑に実施できるよう

にするため、都道府県が策定する「高校教育改革実行計画（仮称）」

に基づき、地域の実情に応じて創意工夫を生かすことのできる交付

金や交付税措置の手厚い起債の創設等の新たな財政支援を行うこと。

その際、都道府県において円滑な実施ができるよう過度な事務負担

が生じない仕組みとすること。あわせて、公立高校の再編に係る計画

の策定を交付の条件としないこと。 
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（２）いわゆる高校無償化について  
・  いわゆる高校無償化の実施が、生徒の進路選択や国民生活に及ぼ

す影響の大きさを踏まえ、国は、制度の詳細、進捗状況等について、

適時適切かつ分かりやすい情報提供に努めること。 

・  都道府県における円滑な事務の実施を担保するために、地方の議

会日程等も考慮し、具体的な制度設計を速やかに明らかにすること。

また、新制度開始後の効果や影響について、生徒の進路選択や公立高

校の状況等を含めて検証を行い、必要な見直しを行うこと。 

・ 新制度の実施に当たっては、生徒や保護者、地方自治体、学校現場

に新たな事務負担が生じない方法とし、具体的な事務処理方法につ

いても国が責任をもって示すこと。その際、事務手続簡素化の観点か

ら、事務負担の増大につながらない形で DX を推進し、一層の効率化

を進めること。 

 

２  高等教育段階 

・  大学をはじめとする高等教育機関は地域における「知と人材の集

積拠点」であり、地方創生等の観点から近年の物価・人件費の上昇等

を踏まえ、大学等の基盤的経費に対する支援を拡充すること。 

・ 将来の社会・産業構造変化を見据え、デジタル・理工系人材や、地域産

業・地域社会にとって必要なエッセンシャルワーカー等の育成のため、

高校教育との接続の観点も含め、数理・データサイエンス・AI 教育の

更なる拡大を図るとともに、大学学部等の理系転換の推進や地域人材

を育成する大学等への重点支援、公立高専の新設等に係る支援の充

実、産官学連携によるリ・スキリングの充実に一層取り組むこと。 

・  国立大学の授業料標準額については、進学機会確保の観点に十分

留意し、拙速な引き上げを行わないことはもとより、高等教育におけ

る修学支援新制度の拡充や地域の実情を踏まえた国立大学の定員管

理の弾力的な運用など、高等教育へのアクセス確保に資する取組を

行うこと。 

 

３ 共通事項 

・  各地域の人材育成の在り方や、各地域の地理的観点を踏まえたア

クセス確保策について、高校や産業関係者を含め、地域の関係者が継

続的に議論を行う「地域構想推進プラットフォーム」の仕組みについ

て、国が主導して推進すること。 
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・ これらの実現に向けた安定的・恒久的な財源については、国全体と

して責任をもって確保すること。特に、高等学校等就学支援金制度に

ついては、事務手続きに要する経費を含め、これまでも全額国庫負担

により措置されているため、今後も地方に負担を転嫁することがな

いようにすること。 

 
 

令和７年１１月２６日 

                     全  国  知  事  会   


